
岡山県エコ製品の認定及び利用の推進に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、岡山県循環型社会形成推進条例施行規則（平成 14 年岡山県規則第 37

号。以下「規則」という。）第７条第３項の規定により、岡山県循環型社会形成推進条例

（平成 13 年岡山県条例第 77 号。以下「条例」という。）第２７条第１項の規定による岡

山県エコ製品の認定及び当該製品の利用の推進に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、条例に定めるところによる。 

 

（認定対象製品） 

第３条 岡山県エコ製品の認定の対象となる県内で製造された製品は、別表に定める品目

のうち認定の申請時において既に県内で販売されている、又は申請から６か月以内に県

内で販売されることが確実なものであって、別表に定める規則第７条第１項各号の要件

に係る判断の基準（以下「判断基準」という。）に適合しているものとする。 

 

（認定の申請等） 

第４条 規則第７条第１項の規定による申請は、岡山県エコ製品認定申請書（様式第１号）

により行うものとする。 

２ 知事は、岡山県エコ製品の認定に当たっては、岡山県グリーン購入対策会議の意見を

聴くものとする。 

３ 知事は、第１項の申請書を受理した時から１年以内に当該申請をした者に対し、認定

の適否を通知するとともに認定された場合においてはその旨を公表するものとする。 

 

（認定の有効期間） 

第５条 岡山県エコ製品の認定の有効期間は、当該認定をした時から５年を経過した年度

の末日とする。 

 

（認定の更新申請等） 

第６条 岡山県エコ製品の認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）は、認定の

有効期間内に更新することができる。 

２ 更新の申請は岡山県エコ製品認定申請書により、認定の有効期間満了日の１年前から

３か月前までに行うものとする。 

３ 知事は、前項の申請をした者に対し、更新の適否を通知するとともに認定された場合

においてはその旨を公表するものとする。 

 

（岡山県エコ製品であることの表示） 

第７条 岡山県エコ製品の認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）は、当該認

定の有効期間内において、当該認定に係る製品に岡山県エコ製品であることを表示する

ことができる。 

２ 前項の表示は、次の表示のいずれかにより行うものとする。 

一 岡山県エコ製品の文字の表示 

二 知事が別に定める図形の表示 



三 前二号の表示を同時に使用した表示 

３ 認定事業者は、岡山県エコ製品の品質及び性能について事実と異なる表示をしてはな

らない。 

４ 何人も、岡山県エコ製品以外の製品について、岡山県エコ製品と誤認されるおそれが

ある表示をしてはならない。 

 

（変更の届出） 

第８条 認定事業者は、岡山県エコ製品の申請に係る事項に変更が生じたときは、当該変

更をすべき事由が生じた日の翌日から起算して 30 日以内に、その旨を知事に届け出るこ

ととする。 

 

（承継） 

第９条 認定事業者から岡山県エコ製品の製造加工場を譲り受け又は認定事業者に

ついて相続、合併又は分割により、岡山県エコ製品の製造加工場を承継した者

は、認定事業者の地位を承継する。 

２ 認定事業者の地位を承継した者は、承継があった日の翌日から起算して 30 日以

内に、その旨を知事に届け出ることとする。 

 

（廃止の届出） 

第 10 条 認定事業者は、岡山県エコ製品を廃止した場合、廃止の日の翌日から起算

して 30 日以内に、その旨を知事に届け出ることとする。 

 

（認定の取り消し） 

第 11 条 知事は、岡山県エコ製品が次のいずれかに該当するときは、認定を取り消すこと

ができる。 

一 判断基準に適合しなくなったとき 

二 県内で製造されなくなったとき 

三 第７条第３項及び同条第４項の規定に違反したと認められるとき 

四 第８条及び第９条の届出をしなかったとき 

五 第 12 条第２項の報告をしなかったとき 

六 認定事業者が、偽りその他不正の手段により認定を受けたとき 

七 認定事業者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）及び

同法施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第４条の６に規定する法令に違反し、行政処分

を受けたとき 

八 岡山県エコ製品の製造及び販売について不正があったとき 

 

（認定事業者の義務） 

第 12 条 認定事業者は、岡山県エコ製品が判断基準に適合するように品質及び性能を維持

しなければならない。 

２ 認定事業者は、認定を受けた日の属する年度の翌年度から第５条の有効期間が終了す

る日の属する年度まで、毎年１度、認定製品の判断基準への適合状況を試験し、又は検

査し、その結果を知事に報告するものとする。 

３ 認定事業者は、前項の規定による試験又は検査に関する書類を前項の規定による報告

をした日から５年を経過する日まで保存しなければならない。 



 

（岡山県エコ製品の調達の推進等） 

第 13 条 県の各部局は、条例第 27 条第２項の規定に基づき、岡山県エコ製品の積極的な

使用に努めるものとする。 

２ 県は、各会計年度の終了後、各会計年度における県の行う工事又は物品の調達におけ

る認定製品の使用の状況を把握し、公表するものとする。 

 

（岡山県エコ製品の使用の促進） 

第 14 条 県は、岡山県エコ製品の使用が促進されるよう、市町村、県民及び事業者に対し、

岡山県エコ製品の品質、安全性、循環資源の使用率、環境に配慮した事項、入手先等岡

山県エコ製品に関する幅広い情報を提供するなど必要な措置を講ずるものとする。 

 

（報告） 

第 15 条 知事は、岡山県エコ製品について、必要に応じ、認定事業者から報告を求めるこ

とができるものとする。 

２ 県の各部局は、当該年度に使用した岡山県エコ製品の使用状況に係る報告書を翌年度

中に環境文化部循環型社会推進課に提出するものとする。 

 

（要綱の見直し） 

第 16 条 この要綱は、社会経済情勢の変化、技術の進歩、岡山県エコ製品の製造・販売状

況及び使用実績等を踏まえ、適宜見直しを行うものとする。 

 

（庶務） 

第 17 条 この要綱に関する事務は、環境文化部循環型社会推進課において行う。 

 

（その他） 

第 18 条 この要綱は、岡山県エコ製品以外の製品の使用又は購入を排除するものではな

い。 

２ この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 14 年 10 月 15 日から施行する。ただし、第 10条から第 12 条までの規

定は平成 15 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 17 年２月 15 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年３月 22 日から施行する。 


